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生命保険をめぐる環境が大きく変化している。非対面営業手法の模索は、以前から少しずつ進められ
てはいたが、コロナ禍で対面営業が難しくなったことを契機に、より喫緊の課題となった。また、消費
者のデジタル化の進展とともに、こと若年層においてはモバイルファーストの傾向も見られる。一方で、
旧来の対面による丁寧なやりとりを好む顧客層も依然として存在し、消費者ニーズの多様化がより一層
進んでいる。
生命保険会社は、こうした消費者が生命保険サービスに求める多様なニーズとその変化をタイムリー

に捕捉し、的確かつ敏捷に対応していくことが求められる。そこでPwCは、現代の多様な消費者動向
を捉えることを目的として、国内約5,000人の消費者を対象とした大規模調査「生命保険に関する消費
者調査2021」を実施した。
本稿では、顧客をめぐる生命保険会社の課題を大きく３つ挙げ、今回の調査結果の分析を通じて見え

てきた、それらの課題に対処する上でのヒントとなりうるポイントを５つにまとめた。
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冒頭でも述べたように、顧客のニーズは細分化されてい
る。そして保険会社のサービスは、これまでの生活保障領
域から健康サポートなどの周辺領域にまで拡がりつつある。
さらに、販売プロセスについてもデジタル化に代表される新
しいアプローチが求められている。こうした、顧客が生命
保険会社に求める多様なニーズにきめ細やかに対応するた
めには、従来のチャネルにとらわれない顧客像の定義が必
要である。

これまでの主力チャネルであった対面営業チャネルではア
プローチしにくかった顧客層もある。対面営業は人件費をか
けて丁寧に販売するチャネルであるため、死亡保障商品の
ニーズの少ない若年層や独身層には、収益性の面から見て
アプローチしにくい場合もあった。こうした層に、低コスト
にアプローチできれば、新たな市場の開拓にもつながる。
既に若年層をターゲットとしている会社は出てきている。た
だし、収益モデルの確立には苦慮している現状である。

日本の生命保険会社が抱える
顧客をめぐる課題1

消費者調査を設計するにあたって、生命保険会社の抱える顧客をめぐる課題として、以下の3つを定義した。

細分化した顧客層に応じてカスタマイズ 
した商品やサービスの提供課題1 これまで十分にリーチできていなかった 

顧客層へのアプローチ課題2
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保険商品、特に生命保険商品は、その商品特性により販
売時を除けば、不幸にも保険事故が発生し請求が行われ
ない限り、基本的に顧客との接点が多くはない。そうした
点はこれまでにも課題と認識されてきたものの、営業職員
の定期訪問など、打つ手は限られてきた。すなわち、継続
的な顧客接点を持つことは、顧客満足度の観点からもアッ
プセルの観点からも、保険会社にとっての強い願いであった
といえる。

今般異業種との提携などにより、既に商品やサービスの
中に保険がパッケージ化されて含まれているような組み込み
型保険が登場したり、インターネット事業者による顧客接点
のプラットフォーム化が進展したりしている。こうした数々の
仕組みの中で売れる仕組みの構築を目指すことは保険会社
にとって必ずしもネガティブなものではないが、顧客との接
点が、もとの商品やサービスを売る側やプラットフォーマー
側に独占されてしまう可能性には留意すべきであろう。

私たちはこうした課題を念頭におきつつ調査を設計し、実施した。調査結果からの示唆をご紹介する前に、分析の手法に
ついて簡単に触れておきたい。

継続的な顧客接点の創出課題3
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2 分析の手法について

今回の調査対象である顧客をよりよく知るために、①単身・
家族世帯②年代③世帯収入の3つの属性に基づき、次に挙
げる6つの世帯ペルソナを設定した。彼らの人物像・世帯像
は次に示すようなものである（図表1）。

A「若者単身世帯」とB「余裕単身世帯」はともに独身
世帯であるが、Aがスマホ世代で控えめな消費行動を取るの
に対し、Bはかつての独身貴族的なイメージで生活に余裕

がある。C～ Fは家族世帯となるが、C「昭和型家族世帯」
は妻がいわゆる専業主婦もしくはパート層の世帯。D「正社
員共働き世帯」とE「高収入世帯」は夫婦ともに正社員の
共働きの多い層であるが、Eは世帯年収が1,000万円を超え
るため、プチ富裕層ともいえる。F「年金暮らし世代」は年
金世代であるが、今回は資産についての情報がないので、
可処分所得についてはバラつきがあると思われる。本調査

図表1：想定した代表的な顧客セグメント（ペルソナイメージ）

A 若者単身世帯

鈴木太郎
29歳
独身
年収：350万円

・ スマホを手放さず、毎日何かしらに使用し
ている
・ 外食はあまりせず、余ったお金は貯蓄に回
している。必要性を感じないため車にも興
味がない

・ 家では動画サイトを見たりゲームをして過ごす

C 昭和型家族世帯

田中正（夫41歳）
　　早織（妻39歳）、千里（長女5歳）
既婚、子供1人
世帯年収：夫450万円、妻100万円

・ 子供がまだ小さく、妻がフルタイムでは
働けないため、家計に余裕はない

・ 現状で手一杯のため、2人目の子供の
検討や自分たちの貯金も十分にできて
いない
・ 休日は子供と公園やプールで遊ぶ

E 高収入世帯

高橋直之（夫46歳）
　　幸恵（妻45歳）
既婚
世帯年収： 夫800万円、妻600万円

・ 必要なものであれば高額でも購入する。
周りよりもグレードの高いものを好む

・ 外食が多く、健康管理のためジムに通う
・ 車が好きで頻繁に買い替えている。旅行
にもよく行く

F 年金暮らし世帯

山田浪平（夫66歳）
　　舟　（妻65歳）
既婚
世帯年収： 夫250万円、妻120万円

・ あまり遠出をしなくなり、最近自宅で家
庭菜園を始めた
・ 孫はかわいいが、教育費の相談や一時
預かりのお願いが多いのが悩み

D 正社員共働き世帯

佐藤道弘（夫39歳）
　　花子（妻38歳）、歩美（長女6歳）
既婚、子供1人
世帯年収：夫500万円、妻350万円

・ 夫婦ともに忙しいため、時間節約のた
めのサービスや家電はよく利用している

・ 子供の習い事が多く、休みの日もその
付き添いをよくしている

・ 毎年の海外旅行にコロナで行けなく
なったため、キャンプ道具一式を購入

B 余裕単身世帯

吉田浩二
50歳
独身
年収：800万円

・ 単身で自身で使えるお金はあるが、仕事
が忙しくあまり使う時間がない

・ 休みの日には愛車でドライブするかスポー
ツ、サークル活動をして過ごしている
・ 腕時計を集めるのが趣味
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はインターネット調査で行われ、その手法による制約から70

歳以上の世帯は調査対象外としたが、理論上は70歳以上を
除いた全世帯のうちおよそ8割をこの6つのペルソナで代表し
ている。
そして、この6つのペルソナごとに、今回の調査結果など
から得られた保険に対するニーズを分析した結果をまとめた
のが、図表2である。保険そのものに対するニーズ、デジタ

ルリテラシー、投資への態度などが大きく異なるのが見て取
れるであろう。
それでは、今回の調査結果の中からごく一部ながら、実
際の分析データを紹介しながら、冒頭に挙げた3つの課題解
決へのヒントを探っていきたいと思う。

図表2：ペルソナごとの保険や金融サービスに対する考え方

A 若者単身世帯

鈴木太郎
29歳
独身
年収：350万円

・ 新しい金融サービスや事業者に対して柔軟
に受け入れる
・ 若く単身なので保障商品にニーズを感じな
いが、金融商品としてや、所得税控除の
効果などには興味を持っている

C 昭和型家族世帯

田中正（夫41歳）
　　早織（妻39歳）、千里（長女5歳）
既婚、子供1人
世帯年収：夫450万円、妻100万円

・ スマホは使用しているが、スマホでの金
融サービスの利用はあまりなく、現金派

・ 資産運用に興味があるため、少し余裕
ができたら投資も始めてみたいと思って
いる

E 高収入世帯

高橋直之（夫46歳）
　　幸恵（妻45歳）
既婚
世帯年収： 夫800万円、妻600万円

・ 保険は内容の厚さを重視。加入の際の
説明はPC上でもよいが、見直しの際は
生保の営業職員と相談して決めたい

・ 株式を運用中で、有用な新商品やサービ
スがあれば積極的に利用したい

F 年金暮らし世帯

山田浪平（夫66歳）
　　舟　（妻65歳）
既婚
世帯年収： 夫250万円、妻120万円

・ スマホを持っているが、PCの方が慣れて
いる
・ リスクを取りたくないため、投資はせず
貯蓄のみ。現在加入中の保険で十分だ
と思っており、保険会社からの連絡は不
要かつ見直しも希望しない

D 正社員共働き世帯

佐藤道弘（夫39歳）
　　花子（妻38歳）、歩美（長女6歳）
既婚、子供1人
世帯年収：夫500万円、妻350万円

・ クレジットカード、電子マネー、モバイル
決済など広範に利用
・ 保険は生命保険、住宅、学資保険など
一通り加入

・ 投資も始めているが投資信託のみ。有用なサー
ビスや商品があれば柔軟に取り入れていきたい

B 余裕単身世帯

吉田浩二
50歳
独身
年収：800万円

・ 保険は自身に適切な商品を、対面で説明
を聞いて加入・見直ししたい
・ 株式投資をしており、PCでの情報収集や
購入などをよく行っている
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3 分析結果から見えてきた3つの課題への対応策

「2 分析の手法について」で述べたように、現状の保険商品やサービスに対しても異なるニーズを持つ顧客セグメントに
対して、そのセグメントにより特化した商品やサービス提供をすることで、当該セグメントに深く訴求できる可能性がある。
ここでは、調査データから見えてきたヒントを3つほど提示したい。

細分化された顧客層にカスタマイズしたサービス課題1

E「高収入世帯」は、今回の調査で多くの設問において、
他の世帯ペルソナとは異なる回答パターンを示しており、
この層へ特化した提供商品やサービスデザインが効果的
であることを示唆している。世帯収入が多いことから投資
への興味も高く、既に金融サービスの利用にモバイルや
PCを活用しているという割合も他のセグメントより高 

かった。

一例として、「あなたはESG／SDGsの取り組みをして
いる保険会社の商品に加入したいと思いますか？」という
設問に対して、「はい」と答えた割合は他のセグメントよ
りも有意に高かった（図表3）。すなわち、これらの要素
を何らかの形で組み込んだ投資商品を高収入世帯向けに
開発することにより、彼らに対して効果的にアプローチで
きる可能性がある。

ヒント1　富裕層はESGやSDGsへの関心が高い

図表3：E「高収入世帯」のESGやSDGsへの関心

ESG／SDGsの取り組
み内容は保険を選ぶ
際には考慮しない

ESG／SDGsと保険会
社との関係がよく分
からない

ESG／SDGsの取り組
み内容について明ら
かにしている保険会
社から購入したい

38.7 41.1

37.3 27.9

23.9
30.9

0
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100
全体 高収入世帯（N＝3233）（%）

あなたはESG／SDGsの取り組みをしている保険
会社の保険に加入したいと思いますか？（1つだけ
選択）

設問
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本調査では、ポイントサービスの選好においてもセグメ
ントによる差が認められた。D「正社員共働き世帯」の回
答を見ると、ポイントサービスの訴求力が強く、また、よ
り良いサービス提供のためには個人情報の提供にも比較
的寛容であることが分かる（図表4）。魅力あるポイントサー
ビス提供は顧客接点を保つ観点からも有効な施策である

といえ、彼らと親和性の高い商品や、サービスを持つ他
事業者との連携を通じたエコシステムの構築を検討すべき
である。同時に、この回答結果は、顧客の個別の情報を
上手に活用した提案をすることによるアップセルの可能性
も示唆している。

ヒント2　ポイントサービスの訴求力は顧客セグメントによって異なる

金融（保険）事業が主
体ではないため利用し
たくない

ポイントやエコシステ
ム、グループ会社の
サービスも利用できる
ので利用したい

どんなに有用なサービ
スが提供されたとして
も、個人情報は活用さ
れたくない

保険会社が情報管理を
しっかりするのであれ
ば、個人情報を活用し
てもいい

自分にとって有用な
サービスが提供される
のであれば、個人情報
を活用してもいい

40.1
31.4

14.4

14.2

45.5
54.4

0

20

40

60

80

100
（%） （%）全体

ポイントサービスの選好 個人情報活用への許容度
正社員
共働き世帯（N＝3233）

33.5 27.8

26.1
24.6

40.4
47.6

0

20

40

60

80

100
全体 正社員

共働き世帯（N＝3233）

新しいシステムやセキュ
リティに関しては、従来
の金融事業者より信頼
できるので利用したい

新しい金融事業者（ECサイト運営企業やポータル
サイト運営企業など、母体が金融事業者ではない
グループの金融事業）のサービスを利用すること
について、次の選択肢の中からあなたご自身が最
も当てはまるものを1つだけお知らせください。

設問
保険会社があなたの個人情報を活用することにつ
いて、あなたのお考えに最も近いものをお知らせ
ください。

設問

図表4：D「正社員共働き世帯」へのポイントサービスの訴求力
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3 分析結果から見えてきた3つの課題への対応策

一方、逆説的にはなるが、こうした社会経済的な志向
は必ずしも年齢や収入帯といった属性に相関していない
ケースも散見された。これはつまり、個人情報（顧客の
希望含む）を収集および集積することにより、サービスを
個別カスタマイズ化することが重要になることを示唆して
いる。
例えば、個人情報活用と新しい金融事業者への許容度

についての設問に対し、A「若者単身世帯」の回答は非
常に興味深い傾向を見せている（図表5）。この若者層は
現状の主力顧客層ではないものの、明らかに自らの個人
情報を利用したサービス提案やインターネット事業者など

による金融サービス提供に対し、他の層よりも前向きなの
である。これは、年齢による経験値の低さが導いた回答
というわけではなく、いわゆるデジタルリテラシーや情報
リテラシーの高さに相関しているものだと思われる。この
ような層は、自身の情報を自分でコントロールできるので
あれば、企業による情報活用に比較的寛容である。こう
した層に、�売らんかな� ではない顧客へのサービス価値
向上につながるデータを活用して個別化アプローチするこ
とは、顧客満足度の向上や、保険会社の利益拡大につな
がる可能性がある。

ヒント3　個人情報活用による個別化アプローチの可能性

どんなに有用なサービ
スが提供されたとして
も、個人情報は活用さ
れたくない

自分にとって有用な
サービスが提供される
のであれば、個人情報
を活用してもいい

金融（保険）事業が主
体ではないため利用し
たくない

新しいシステムやセキュ
リティに関しては、従来
の金融事業者より信頼
できるので利用したい

ポイントやエコシステ
ム、グループ会社の
サービスも適用される
ので利用したい

33.5 29.8

26.1 28.6

40.4 41.6

0

20

40

60

80

100
（%） （%）全体

個人情報活用への許容度 新しい金融事業者
若者
単身世帯（N＝3233）

40.1
30.3

14.4
22.0

45.5 47.8

0

20

40

60

80

100
全体 若者

単身世帯（N＝3233）

保険会社が情報管理を
しっかりするのであれ
ば、個人情報を活用し
てもいい

保険会社があなたの個人情報を活用することにつ
いて、あなたのお考えに最も近いものをお知らせ
ください。

設問

新しい金融事業者（ECサイト運営企業やポータル
サイト運営企業など、母体が金融事業者ではない
グループの金融事業）のサービスを利用すること
について、次の選択肢の中からあなたご自身が最
も当てはまるものを1つだけお知らせください。

設問

図表5：個人情報活用による個別化アプローチの可能性
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続いて、6つのペルソナのうち相対的に生命保険会社がこ
れまであまりリーチできていなかったセグメント、A「若者単
身世帯」とB「余裕単身世帯」について見ていきたい。単身
者には死亡保障のニーズが低く、ゆえに人件費の高い営業
職員チャネルでアプローチするには採算性が低いことなどか
ら優先度は低かったと思われる。
しかし、「若者単身世帯」はやがて既婚者となりうる層で
あり、死亡保障のニーズ予備軍ともいえるため、彼らと低コ
ストでつながり、それをキープすることは非常に有望な作戦
となりうる。彼らにアプローチできるパートナーと既存保険
会社が組み、さらには、多くのことをスマホで済ませる傾向
にある彼らと接点を持てるモバイルファーストな導線の構築

を軸とした少額短期保険に参入したのは、ご承知の通りで
ある。
また、若年層のうち保険料控除を認知している層が何らか
の生命保険に加入している割合は、認知していない層の2倍
以上であるという調査結果※もある。彼らへのアプローチと
して、投資収益率などに訴求した商品により節税効果も得ら
れるという形でドアノックし、アップセルしていくという戦略も、
引き続き有効であろう。
続いて、モバイルを通じた保険販売により新たに生まれた
接点を活かしてアップセルしていくためのヒントを、調査結果
からいくつか拾っていきたい。

これまで十分にリーチできていなかった顧客層へのアプローチ課題2

※日本FP協会, 2017. 『働く若者のくらしとお金に関する調査2017』.
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3 分析結果から見えてきた3つの課題への対応策

若干意外なことに、「若者単身世帯」は他のセグメント
と比べて対面でのコミュニケーションを好むというデータ
が得られた。対面営業は一般にコスト高ではあるが、既
に顧客である彼らへのアップセルを狙うには有効な策にな
りうる。また、場合によってはオンラインでの対面などによっ
てコスト削減を図りつつ、対面営業の良さを取り入れるこ
とを考えてもいいかもしれない。
回答結果からは、ライフイベントの際に加入を考えるの

は保障性商品であることも多く、ドアノック商品を経て保
障性商品を契約するにあたっては、より詳しい説明を求め
ているという若者のニーズも垣間見える（図表6左）。

一方で、例えば契約などの手続きについてはモバイル
上で行いたい（図表6右）といったニーズも併せ持ってい
るという観点や、さらには、コロナ禍での接触リスクを低
減させたいという観点からも、リアルに対面する機会は限
定的とすることや、オンラインによる対面とモバイルの活
用を併用したハイブリッドな形態を導入することも模索し
ていくべきだろう。
次項目でも詳しく見るように、継続的な顧客接点を創

出することも必要である。すなわち、未婚者との接点をこ
れまで以上に有機的に保つことで、ライフイベントに際し
た対応も可能になってくる。

ヒント4　若者単身者は比較的対面のコミュニケーションを厭わない

出生・結婚・死亡な
どライフイベントの
際（知り得た場合）
にコンタクトをして
ほしい

9.9

15.4

0

1.8

1.6

1.4

1.2

1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

（%） （%）全体

保険会社に求めるコンタクト 契約手続きの意向
若者
単身世帯（N＝3007）

15.1

20.7

0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0
全体 若者

単身世帯（N＝3233）

モバイル上

加入した保険について、生命保険会社に求めるも
のは何ですか？（当該選択肢を選択した回答者）

設問

あなたが今後、生命保険に新たに加入または見直
しをする際、契約手続きはどのような形式で行わ
れることが望ましいですか？（当該選択肢を選択し
た回答者）

設問

図表6：A「若者単身世帯」への対面アプローチの可能性
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保険商品、特に生命保険商品は、加入時を除いてトランザクションが生じることが少ないため、顧客との継続的な接点を
持つことが難しかった。もちろん、これまでも年に一度契約確認のために訪問するなど、決して無策であったわけではないが、
費用対効果の面で難しいものがあった。

継続的な顧客接点の創出課題3

興味深い回答結果がある。有事の際のコンタクト先に
ついて尋ねたところ、全体で7人に1人は「とっさには分
からないかもしれない」と回答している（図表7左）。こ
の割合は20代になると4人に1人にまで上昇している。ま
た、災害時などは「モバイルアプリなどで簡単に連絡で
きるようにしてほしい」と回答した人は、全体でも4人に1

人に上った（図表7右）。
したがって、デジタルを活用して継続的に顧客接点を創

出することは、こうした顧客のニーズに応えることでもあ
り、また、既に見たようにアップセルの可能性も高めるこ
とから、LTV（顧客からの一生を通じた売り上げ）の向
上も期待できる。継続的な顧客接点を持つための健康系
アプリの開発なども、これに沿った戦略である。
また、顧客との手軽な連絡手段を持つことは、有事の
際の請求勧奨の精度を高めかつ、保険会社側のそれにか
かる労力を削減させる可能性がある。

ヒント5　デジタルを活用した継続的な顧客接点の創出

加入時の担当営業職員に連
絡する

保険会社名は分かるので、
インターネットなどで調べ
られる

保険会社のコールセンター
の電話番号が分かっている

とっさには分からないかも
しれない

30.4

27.8

26.4

15.3

全体

請求時のコンタクト先 災害・事故時のコンタクト

（N＝3007）

0

20

40

60

80

100
（%）

自然災害などの場合には、あ
らかじめ登録したメールアド
レスや電話番号に保険会社か
ら連絡してほしい

モバイルアプリなどで簡単に
連絡できるようにしてほしい

請求はすべて自分でするので
一切連絡はしないでほしい

新聞のおくやみ欄や事故の
ニュースなどから得た情報を
基に受取人に連絡してほしい

44.5

24.9

19.7

10.9

全体 （N＝3007）

0

20

40

60

80

100
（%）

あなたは加入した保険について、給付の請求先を
ご存じですか？

設問
加入した保険について、災害・事故の際に保険会
社にどこまで積極的にコンタクトしてほしいです
か？

設問

図表7：デジタルを活用した顧客接点構築



「PwC生命保険に関する消費者調査」の概要

■実施期間：2021/6/18～ 2021/6/22（調査会社のモニターを活用したインターネット調査）

■調査対象：20～69歳の生命保険加入者、有効回答数：4,912名
　※かんぽ・共済、住宅ローンに付随する団体信用生命保険は除く
　※自身が意思決定者であった者

■以下5つのチャネルから保険に加入した者・加入を検討した者
　※ 直近5年以内に生命保険に加入した者、1年以内に加入を検討した者（例：保険について調べた、資料請求をした・

問い合わせた、営業職員に話を聞いた） 
　　 1. 生命保険会社の営業職員、2. 通信販売（インターネット、テレビ、雑誌等）、3. 銀行・証券会社を通して、 

4. 保険代理店の窓口（金融機関を除く保険ショップ等）、 5. 保険代理店の営業職員（金融機関を除く）

■ 回答者は各チャネルおよび年齢層に均等に割り付け、調査結果はチャネルによって重みづけしたのち
集計・分析

顧客へのアプローチにあたって、今後ますますパートナー企業との提携や協業が進むことを踏まえる
と、生命保険会社は顧客を適切にセグメント化し、そのニーズを捉えることがより一層求められるように
なってくる。一方で、顧客の個人情報を上手に活用して個別化した商品やサービスを届けるという命題
にも応えていく必要がある。
少額短期保険に代表される新たな顧客アプローチによって、これまでリーチできていなかった顧客層
へのコンタクトが可能になった。そこからうまくアップセルしていくためには、モバイルアプリに代表され
る顧客との継続的な接点を保持する仕組みを作っていく必要がある。その上で、モバイルと対面（リア
ルかオンラインかを問わず）を適切に組み合わせた効率的かつ効果的な顧客接点をデザインすることが
肝要である。

PwCは今後もこうした日本の消費者の保険に関する意識をタイムリーに捉えて、保険会社の取るべき
方策への示唆を定期的に発信していくものである。

おわりに





www.pwc.com/jp

お問い合わせ先

PwC Japanグループ
www.pwc.com/jp/ja/contact.html

宇塚 公一
PwC Japanグループ 保険インダストリーリーダー
PwCあらた有限責任監査法人
パートナー

田村 公一
保険コンサルティング
フロントオフィストランスフォーメーションリード
PwCコンサルティング合同会社
ディレクター

齋木 信幸
保険Taxリーダー
PwC税理士法人
パートナー

鈴田 雅也
Acturial Servicesグループリーダー
PwCあらた有限責任監査法人
パートナー

馬越 美香
リサーチ・金融アナリストチームリード
PwCコンサルティング合同会社
シニアマネージャー

古里 豪志
PwCコンサルティング合同会社
シニアアソシエイト

■執筆協力

PwC Japanグループは、日本におけるPwCグローバルネットワークのメンバーファームおよびそれらの関連会社（PwCあらた有限責任監査法人、PwC京都監
査法人、PwCコンサルティング合同会社、PwCアドバイザリー合同会社、PwC税理士法人、PwC弁護士法人を含む）の総称です。各法人は独立した別法人
として事業を行っています。
複雑化・多様化する企業の経営課題に対し、PwC Japanグループでは、監査およびアシュアランス、コンサルティング、ディールアドバイザリー、税務、そし
て法務における卓越した専門性を結集し、それらを有機的に協働させる体制を整えています。また、公認会計士、税理士、弁護士、その他専門スタッフ約9,400
人を擁するプロフェッショナル・サービス・ネットワークとして、クライアントニーズにより的確に対応したサービスの提供に努めています。
PwCは、社会における信頼を構築し、重要な課題を解決することをPurpose（存在意義）としています。私たちは、世界156カ国に及ぶグローバルネットワー
クに295,000人以上のスタッフを擁し、高品質な監査、税務、アドバイザリーサービスを提供しています。詳細はwww.pwc.com をご覧ください。

発刊年月：2022年3月　　　管理番号：I202201-07

©2022 PwC. All rights reserved.
PwC refers to the PwC network member firms and/or their specified subsidiaries in Japan, and may sometimes refer to the PwC network. Each of 
such firms and subsidiaries is a separate legal entity. Please see www.pwc.com/structure for further details.
This content is for general information purposes only, and should not be used as a substitute for consultation with professional advisors.

http://www.pwc.com

